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令和元年12月、中国湖北省武漢市において原因不明の肺炎が流行していると
の報道があり、WHO（世界保健機関）からは、かつて世界的に流行した呼吸器症
候群SARSやMERSと同様の、新型コロナウィルスによるものとの見解が示され、
我が国においても令和2年1月中旬に初の感染者が確認されて以来、政府は勿論
の事、東京都や豊島区もまた全精力と英知を総動員して、その感染拡大の防止と
根絶に向かって邁進してきました。

それでも「新型コロナウィルス」により亡くなられた方 が々おられ、深く哀悼の意
を表しますとともに、罹患された皆様に心よりお見舞い申し上げ、一日も早いご回復
をお祈り申し上げる次第です。

現在、都議会において私は、総務委員会副委員長として都民の安全・安心の
確保と向上に向けた危機管理や治安対策等に係るとともに、この度の第一回定例会では、予算特別委員会委員長として「新
型コロナウィルス感染症」対策関連予算の盛り込まれた令和2年度東京都予算の成立に向け、委員会運営に取り組んでまいり
ました。

また、私たち都民ファーストの会東京都議団としては、この度の「国難」ともいえる事態に対して、当初より情報収集に努める
とともに、東京都として出来る対策、あるいは政府への働きかけ等を展開してきました。そのうえで、「新型コロナウィルス感染
症対策チーム」を会派内に発足させ、都民向け「PCR検査」の拡大や医療体制の強化、マスクや防護服等の関連資器材の追
加配備、ワクチンの研究開発、そしてこの度の件でダメージを受けた中小企業への支援策の構築などをしたためた緊急要望
書を小池都知事に提出しました。都はこの緊急要望を受けて急ピッチで対策をうっていくこととなります。

引き続き私たちは小池都政と緊密に連携し、都民の皆様の生命・安全を脅かす「新型コロナウィルス感染症」の蔓延を食
い止めるとともに、都内経済・産業におけるダメージを最小限に抑え、1日でも早い終息宣言が出るよう全力で活動してまいり
ます。また私の生まれ育ったまち豊島区への橋渡しもしっかり行い、区民の皆様と高野区長と手を携え、豊島区の更なる安全
に貢献してまいります。

この度の「新型コロナウィルス感染症」は、「東日本大震災」と同様、住民のお一人おひとりが真剣に向き合い、対応しなけ
ればならない事態といえます。未だに多くの住民の皆様の不安は大きい中にあって、情報が大事になってきますので、正式な
機関が公開している公式見解をご活用ください。

　　ごあいさつ　
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  東京都議団
東京都議会議員（豊島区選出）

昭和36年11月9日、豊島区高松で出生。豊島区立高松小学校・千川中学校卒業。
立教高等学校、立教大学法学部法学科卒業。
平成11年豊島区議会議員初当選（連続5期） 議長（2期）等を歴任。
平成29年東京都議会議員初当選。総務委員会副委員長、予算特別委員会委員長。

■連絡先	 本橋ひろたか事務所
	 〒171-0042 東京都豊島区高松3-12-16
	 TEL：03-6478-9556　FAX：03-6755-9750
	 Eメール：hirotaka5@t.toshima.ne.jp

■発行元	 都民ファーストの会  東京都議団
	 〒163-8001 
	 東京都新宿区西新宿2丁目8番1号
	 TEL：03-5320-7272　FAX：03-5388-1901

ひろたか本橋もとはし

PROFILE

都議会、都政へのご意見、ご要望をお聞かせください。

▲	予算委員会を運営する本橋都議

介護⽼⼈保健施設
の整備（定員数）

（2016年度末） （2018年度末）

21,125人分 ▶ 21,635人分

認知症⾼齢者
グループホーム
の整備（定員数）

（2016年度末） （2018年度末）

10,260人分 ▶ 11,093人分

サービス付き
⾼齢者向け
住宅等の

整備（定員数）

（2016年度末） （2018年度末）

累計18,653戸 ▶ 累計20,751戸

【ライフワーク・バランスの充実】

働き⽅改⾰の推進
（働き⽅改⾰宣⾔企業）

（2016年度末） （2018年度末）

累計1,003社 ▶ 累計3,410社

企業
（従業員30⼈以上）
のテレワーク導⼊率

（2016年6月末時点） （2017年7月末時点）

6.8％▶ 25.1％

【快適通勤に向けた取り組み】

快適通勤に向けた
取組の推進

（時差Biz参加企業）

（2017年度末） （2020年1月10日時点）

338社 ▶ 1,498社

【動物愛護の推進】

殺処分ゼロの実現

（2016年度末） （2018年度末）

203頭
（犬10頭　猫193頭）

▶ 0頭
（犬0頭　猫0頭）

⽝・猫などの
登録譲渡対象団体

（2015年度） （2019年9月）

46団体 ▶ 62団体

スマートシティ
【スマートエネルギー都市実現に向けて】

UDタクシーの
導⼊⽀援

（補助実績）

（2016年度末） （2018年度末）

3台 ▶ 累計3,356社

都有施設における
LED照明普及率

（2016年度末） （2018年度末）

26％▶ 47％

太陽光発電
（2015年度末） （2017年度）

1.37万kw▶ 2.24万kw

都内で発⽣する
廃棄物の

最終処分量

（2015年度） （2016年度）

97.7万t▶ 93.3万t

【国際⾦融・経済都市へ】

都による
⾦融系外国企業

誘致数

（2016年度末） （2018年度末）

取組検討 ▶ 累計20社

都誘致分も含めた
外国企業誘致数

（2016年度末） （2017年度末）

累計506社 ▶ 累計611社

※2012年からの累計

都による外国企業と
都内企業の

引き合わせ件数

（2016年度末） （2018年度末）

商談会を2回試行 ▶ 累計710社

都の⽀援による
中⼩企業の成⻑産
業分野への参⼊

（2017年度末） （2018年度末）

累計543件 ▶ 累計774件

都の⽀援による
中⼩企業の
海外展開

（2017年度末） （2018年度末）

累計913件 ▶ 累計1,245件

都内中⼩企業等の
事業承継・再⽣等

に対する⽀援

（2017年度末） （2018年度末）

累計708件 ▶ 累計1,525件

【世界に開かれた国際・観光都市東京】

年間訪都外国⼈
旅⾏者

（2016年） （2018年度末）

1,310万人 ▶ 1,424万人

年間訪都
外国⼈旅⾏者の

リピーター

（2017年） （2018年）

709万人 ▶ 729万人

年間訪都外国⼈
旅⾏者による

消費額

（2017年） （2018年）

1兆1,358億円▶1兆1,967億円

おもてなし
親善⼤使の育成
（任命⼈数）

（2017年度末） （2018年度末）

累計805人 ▶ 累計1,005人

Wi-Fiアンテナの
設置（外国⼈旅⾏

者向け）

（2017年度末） （2018年度末）

累計202か所 ▶ 累計512か所

外国⼈旅⾏者の
無料Wi-Fi利⽤
環境への満⾜度

（2017年） （2018年）

71.2％▶ 78.7％

観光案内サインの
設置

（2017年度末） （2018年度末）

累計244基 ▶ 累計315基

まずは手洗い・うがい、マスク着用などの「咳エチケット」を。
咳や発熱などの症状がありご心配な場合は、早めの相談、受診を！

東京都福祉保健局 専用相談窓口 0570-550571
（2月28日から番号が変更になりました）

感染拡大の防止には「正しく恐れる」ことが重要です。SNS等でのデマに振り回されず、正しい情報に基づいて的確に行動しましょう。
東京都防災HP　https://www.bousai.metro.tokyo.lg.jp/　厚生労働省HP　https://www.mhlw.go.jp/
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東京都議会HP（http://www.gikai.metro.tokyo.jp/）で詳しく確認することができます。
「録画映像」	 東京都議会HP	→	 インターネット中継	 →	令和元年	第4回定例会
「議 事 録」	 東京都議会	 →	 会議の結果と記録本会議録	 →	令和 2 年	第1回定例会
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セーフシティ
【無電柱化の促進】

都道の無電柱化
《センターコアエリア内》

（2016年度末） （2018年度末）

地中化率 94％▶ 地中化率 97％

都道の無電柱化
《第⼀次緊急道路の

うち環状７号線》

（2016年度末） （2018年度末）

地中化率 29％▶ 地中化率 36％

無電柱化チャレンジ
⽀援制度

による取組⽀援

（2017年度末） （2018年度末）

17区市に支援実施 ▶ 40区市に支援実施

【災害に強いまちづくり】

特定緊急輸送道路
沿道建築物の

耐震化

（2015年12月） （2019年6月）

耐震化率 80.9％▶耐震化率 85.7％

災害拠点病院の
耐震化

（2015年9月） （2019年9月）

耐震化率 91.3％▶耐震化率 96.3％

私⽴の⾼等学校
の耐震化

（2016年4月） （2019年4月）

耐震化率 93.7％▶耐震化率 95.8％

私⽴の幼稚園
の耐震化

（2016年4月） （2019年6月）

耐震化率 91.5％▶耐震化率 94.1％

都営住宅の耐震化
（2015年） （2019年6月）

耐震化率 87.5％▶耐震化率 94.7％

調節池の整備
（供⽤中）

（2015年） （2018年）

約 219万m3 ▶ 約 256万m3

【安全・安⼼】

救急隊の現場到着
までに要する時間

（2015年） （2019年：速報値）

7分45分 ▶ 6分35分

通学路に
防犯カメラを設置

（2016年度末） （2018年度末）

累計912校 ▶
全公立小学校

（� ）各校の通学路の状況等によ
り区市町村が設置不要とし
た⼩学校を除く累計1,254校

犯罪認知件数
（2015年） （2018年）

148,182件 ▶ 114,492件

空家等対策計画を
策定した区市町村の

全区市町村数に
対する割合

（2017年度末） （2018年度末）

32％▶ 50％

ダイバーシティ
【⼥性活躍の推進】

⼥性の就業者数
（東京都）

（2015年） （2019年）

316.8万人 ▶ 350.4万人

⼥性の就業率
（東京都）

（2015年） （2019年）

52.20％▶ 56.10％

⼥性の役員⽐率
（東京都）

（2015年9月） （2018年）

6.90％▶ 7.50％

【⼦供を安⼼して⽣み育てられる環境づくり】

待機児童の解消
（2016年4月） （2019年4月）

8,466人 ▶ 3,690人

保育サービス
利⽤児童数

（2016年4月） （2018年）

261,705人 ▶ 309,176人

学童クラブ
登録児童数

（2017年5月1日） （2019年5月1日）

100,869人 ▶ 110,331人

児童福祉⼠の数
（2015年） （2019年）

209人 ▶ 315人

【少⼦社会対策の推進】

保育⼠の年収
《東京都・⼥性》

（2015年） （2018年）

350万円▶ 431万円

《全 国・⼥性》 322万円▶ 356万円

保育⼠の
平均勤続年数

《東京都・⼥性》

（2015年） （2018年）

6.0年 ▶ 7.8年

《全 国・⼥性》 7.7年 ▶ 8.2年

【バリアフリー化の推進】

東京2020競技施設、
観光施設等の道路の

バリアフリー化

（2017年度末） （2018年度末）

約34km完了

［41.5km］▶
約55km完了

［67.1km］

うち観光施設
周辺の都道

（2017年度末） （2018年度末）

約6km完了

［27.3km］▶
約12km完了

［54.5km］

駅、⽣活関連施設
等を結ぶ都道

のバリアフリー化

（2016年度末） （2018年度末）

約9km完了▶ 約24km完了

エレベータ整備に
よる１ルート確保

（地下鉄）

（2015年度末） （2018年度末）

85.8％完了▶ 92.8％完了

トイレの洋式化
（都営地下鉄）

（2016年度末） （2018年度末）

約4割完了▶ 約7割完了

ホームドア整備
（JR・私鉄利⽤者

10万⼈/⽇の駅）

（2016年度末） （2018年度末）

補助6駅

整備完了0駅
▶ 補助20駅

整備完了10駅

【⾼齢者・若者・障がい者の就業環境の改善】

⾼齢者の就業率
（65歳以上）

（2015年） （2018年）

25.00％▶ 26.40％

若年失業率
（15〜34歳）

（2015年） （2018年）

4.6％▶ 3.4％

障者雇⽤者数
（2015年） （2019年）

165,978人 ▶ 204,465人

【⾼齢者が安⼼して暮らせる地域社会の実現】

特別養護⽼⼈ホーム
の整備（定員数）

（2016年度末） （2018年度末）

45,916床 ▶ 48,429床

　小池都知事の「東京大改革」と都知事就任以来の様 な々課題への挑戦と解決に向けた都政運営は、弛むことなく展開し続けて
います。直近では、私たちの緊急要望や本会議での質問を受けて、「新型コロナウィルス感染症」の蔓延防止に向けた対策を積極
果敢に実行してまいりました。前段では、小池都政の歩みを「国難」とも言える「新型コロナウィルス感染症」対策まで時系列で報
告するとともに、後段では小池都政をデータでもって検証してみます。

2016年
8⽉ 知事就任

築地市場の豊洲移転延期表明
9⽉ 都政改⾰本部を設置

「待機児童解消に向けた緊急対策」を発表
（保育所整備費補助拡充や保育⼠の確保・定着⽀援等、補正予算
126億円）
豊洲市場の「盛り⼟」問題を公表

10⽉ 20時完全退庁・残業削減マラソンを実施職員⽬安箱を設置
11⽉「知事の給与等の特例に関する条例」を新設

（知事の給料等を50％減額）
12⽉ 知事に対する各種団体等要望を実施

「2020年に向けた実⾏プラン」の策定

2017年
1⽉ 五輪恒久施設整備費の削減（約4百億円削減）

いわゆる「政党復活予算」の仕組みの廃⽌
7⽉「東京都情報公開条例」を改正（閲覧⼿数料廃⽌、『写しの交付⼿

数料減額等）
9⽉「無電柱化推進条例」施⾏（都道府県初）

「都⺠・職員による事業提案制度」を導⼊
10⽉ ⼥性副知事を任命（22年ぶり）

2018年
1⽉「市町村総合交付⾦」を⼤幅拡充

（多摩・島しょ地域振興のため前年度⽐50億円増）
3⽉「2020改⾰プラン」を公表

（「しごと改⾰」「⾒える化改⾰」「仕組み改⾰」）
6⽉「都内待機児童数」の公表

（前年度⽐約3100⼈減、10年ぶりの5千⼈台）
「東京都受動喫煙防⽌条例」を新設
「障害者への理解促進及び差別解消の推進に関する条例」を新設
「全国知事会において国産⽊材活⽤PT」の設置を提案
（⾃らプロジェクトリーダーに就任）

8⽉ 乳児⽤液体ミルクの国内製造・販売の解禁
9⽉「⼯業⽤⽔道条例を廃⽌する等の条例」を制定

「オリンピック憲章にうたわれる⼈権尊重の理念の実現を⽬指す条
例」を新設

10⽉ 豊洲市場の開場
11⽉ パリ東京⽂化タンデム2018「FUROSHIKI PARIS」を開催
12⽉「中⼩企業・⼩規模企業振興条例」を新設

2019年
2⽉「⼦供への虐待の防⽌等に関する条例案」を提案

「改正建築物バリアフリー条例案」を提案
（宿泊施設のバリアフリー化を加速）

4⽉「動物殺処分ゼロ達成」を公表
（⽬標より1年前倒しの30年度に達成
⽝：3年連続殺処分ゼロ　猫：初めて殺処分ゼロ）

「都庁舎の再エネ100％化推進」
（都庁第⼀本庁舎への供給電⼒を100％再エネへ）

6⽉「都内待機児童数」の公表
（待機児童数：3690⼈【平成31年4⽉時点】
前年度⽐約1700⼈減、就任以降約5千⼈減）

7⽉「安全運転⽀援装置設置補助」開始
（⾼齢運転者による交通事故が社会問題に緊急対策として実施）

12⽉「都⺠の就労の⽀援に係る施策の推進とソーシャルファームの創設
の促進に関する条例」を新設

2020年
1⽉ 令和2年度予算案を発表

危機管理対策会議開催
新型コロナウィルス感染症対策本部（小池都知事本部長）設置
都立・公社病院で在留邦人を受け入れ

2月 中国へ防護服を提供
帰国者・接触者電話相談センター開設
新型コロナウィルス感染症対策補正予算案発表

3月 令和2年度東京都予算成立

▲ 	予算委員会で
	 答弁する小池都知事


